
平成18年３月期 個別中間財務諸表の概要  
 平成17年11月18日 

上場会社名 株式会社 ソキア 上場取引所 東 

コード番号 7720 本店所在都道府県 神奈川県 

（ URL http://www.sokkia.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏 名  伊藤 仁  

問合せ先責任者 役職名 
執行役員  

本社機能担当 
氏 名  大川 雄一 TEL (046) 248 - 0068

  
決算取締役会開催日 平成17年 11月 18日  中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成17年 12月 14日  単元株制度採用の有無 有 （１単元 1,000株） 
 
１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

（１）経営成績 （注 百万円未満は切捨て表示） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 6,857 △2.0 582 △6.5 734 △7.7

16年 9月中間期 6,998 25.9 622 122.5 795 327.9

17年 3月期 13,773 1,130 1,148
 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 
 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 494 11.3 13.86

16年 9月中間期 443 901.9 16.15

17年 3月期 611 20.36
  
(注)① 期中平均株式数 17年9月中間期 35,642,188株 16年9月中間期 27,494,183株 17年3月期 30,062,186株 
    ② 会計処理の方法の変更 有  
    ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
（２）配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 
 円 銭 円 銭

17年 9月中間期 2.00 －

16年 9月中間期 0.00 －

17年 3月期 － 2.00
 
（３）財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月中間期 24,362 11,460 47.0 322.75

16年 9月中間期 23,074 8,792 38.1 319.85

17年 3月期 24,450 10,998 45.0 308.36
  
(注)① 期末発行済株式数 17年9月中間期 35,507,795株 16年9月中間期 27,487,859株 17年3月期 35,668,309株

    ② 期末自己株式数 17年9月中間期 282,494株 16年9月中間期 102,430株 17年3月期 121,980株
 
２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通  期 14,500 900 580 2.00 4.00
  
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  16 円 33 銭
  
(注)上記予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。

従いまして実際の業績は、様々な要因によりこれらの予想数値とは異なる場合がありますのでご了承ください。 
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中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２ 3,618,708 3,997,005 4,600,541 

２ 受取手形  316,424 416,667 210,499 

３ 売掛金  5,324,396 5,447,194 5,516,715 

４ たな卸資産  2,540,688 1,906,698 2,132,472 

５ 短期貸付金  318,315 302,777 268,408 

６ その他 ※６ 196,813 431,780 300,781 

貸倒引当金  △7,207 △17,303 △17,303 

流動資産合計   12,308,138 53.3 12,484,820 51.2  13,012,117 53.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物 ※２ 1,842,890 1,636,015 1,689,712 

(2) 土地 
※２
※３

4,037,150 3,811,130 3,811,130 

(3) その他 ※２ 495,629 438,032 482,020 

有形固定資産合計   6,375,669 27.7 5,885,178 24.2  5,982,863 24.5

２ 無形固定資産  52,702 35,170 44,140 

無形固定資産合計   52,702 0.2 35,170 0.1  44,140 0.2

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※２ 2,676,042 2,496,281 2,721,940 

(2) 長期貸付金  1,409,411 3,168,677 2,330,706 

(3) その他  361,090 381,994 449,043 

貸倒引当金  △109,041 △90,111 △90,111 

投資その他の資産合計   4,337,502 18.8 5,956,842 24.5  5,411,579 22.1

固定資産合計   10,765,875 46.7 11,877,190 48.8  11,438,583 46.8

資産合計   23,074,014 100.0 24,362,011 100.0  24,450,701 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形  1,422,218 1,088,187 897,164 

２ 買掛金  1,088,235 1,006,647 705,692 

３ 短期借入金 ※２ 4,043,012 2,414,675 3,302,585 

４ 一年以内償還予定 

   の社債 
※２ 2,300,000 100,000 2,400,000 

５ 未払法人税等  77,059 37,447 97,269 

６ 賞与引当金  180,195 221,885 241,910 

７ その他 ※２ 580,352 380,769 535,823 

流動負債合計   9,691,073 42.0 5,249,612 21.6  8,180,444 33.4

Ⅱ 固定負債    

１ 社債  － 350,000 400,000 

２ 長期借入金 ※２ 373,750 2,738,750 306,250 

３ 繰延税金負債  26,769 113,202 50,878 

４ 再評価に係る 

繰延税金負債 
※３ 803,315 803,315 803,315 

５ 退職給付引当金  1,950,774 2,057,253 2,000,725 

６ 役員退職慰労引当金  63,894 67,119 73,659 

７ 事業損失引当金  1,324,540 1,491,040 1,597,540 

８ その他 ※２ 47,812 31,584 39,254 

固定負債合計   4,590,856 19.9 7,652,265 31.4  5,271,622 21.6

負債合計   14,281,929 61.9 12,901,877 53.0  13,452,066 55.0

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   4,888,279 21.2 5,896,879 24.2  5,896,879 24.1

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  2,435,199 3,435,599 3,435,599 

資本剰余金合計   2,435,199 10.5 3,435,599 14.1  3,435,599 14.0

Ⅲ 利益剰余金    

１ 中間(当期) 

   未処分利益 
 670,625 1,027,919 605,191 

利益剰余金合計   670,625 2.9 1,027,919 4.2  605,191 2.5

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３  784,862 3.4 1,018,249 4.2  1,018,249 4.2

Ⅴ その他有価証券評価 

差額金 
  39,100 0.2 165,347 0.7  74,314 0.3

Ⅵ 自己株式   △25,983 △0.1 △83,861 △0.4  △31,600 △0.1

資本合計   8,792,084 38.1 11,460,133 47.0  10,998,634 45.0

負債資本合計   23,074,014 100.0 24,362,011 100.0  24,450,701 100.0

    

 



ファイル名:個別短信（添付）200509_final.doc 更新日時:2005/11/15 19:00 印刷日時:05/11/16 16:59 

 

― 単4 ― 

中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   6,998,379 100.0 6,857,743 100.0  13,773,760 100.0

Ⅱ 売上原価   4,938,053 70.6 4,769,661 69.6  9,676,235 70.3

売上総利益   2,060,325 29.4 2,088,082 30.4  4,097,525 29.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,437,831 20.5 1,505,960 21.9  2,967,027 21.5

営業利益   622,494 8.9 582,121 8.5  1,130,498 8.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  301,187 4.3 311,875 4.5  406,632 2.9

Ⅴ 営業外費用 ※２  127,943 1.8 159,471 2.3  389,106 2.8

経常利益   795,738 11.4 734,525 10.7  1,148,024 8.3

Ⅵ 特別利益 ※３  737 0.0 6,988 0.1  142,437 1.1

Ⅶ 特別損失 ※４  336,595 4.8 320,345 4.7  661,118 4.8

税引前中間(当期) 
純利益 

  459,880 6.6 421,169 6.1  629,343 4.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  15,900 0.3 18,445 0.3  17,410 0.2

過年度未払 
法人税等戻入額 

  － － △46,940 △0.7  － －

法人税等調整額   － － △44,400 △0.7  － －

中間(当期)純利益   443,980 6.3 494,064 7.2  611,933 4.4

前期繰越利益   226,645 533,855  226,645

土地再評価差額金 
取崩額 

  － －  △233,386

中間(当期) 
未処分利益 

  670,625 1,027,919  605,191
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

 時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

商品・製品・半製品・原材料・

仕掛品 

移動平均法による低価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

６年～33年 

機械装置及び 

工具器具備品 

２年～12年 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(附属設備

を除く)については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 

４年～33年

機械装置及び 

工具器具備品 

２年～12年

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売可能期間(３年)内に

おける見込販売収益に基づく

償却 

自社利用のソフトウェア 

利用可能期間(５年)に基づく

定額法 

その他 

定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

 定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

――――――――― ――――――――― ３ 繰延資産の処理方法 

(1) 新株発行費 

支出時全額費用処理 

(2) 社債発行費 

支出時全額費用処理 

なお、新株発行費及び社債発行費

は、損益計算書上営業外費用に含め

て表示しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 ４ 引当金の計上基準 ４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えて、一般債権について

は貸倒実績率による繰入額を、

貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る按分額を、それぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しており

ます。 
  

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る按分額を、それぞれ発生の翌

事業年度より費用処理しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予想さ

れる慰労金に備えて、内規に基

づく中間期末要支給額の100％

を計上しております。 
  

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予想

される慰労金に備えて、内規に

基づく期末要支給額の100％を

計上しております。 

なお、平成17年６月29日付で

役員退職慰労金制度を廃止し

ており、役員退職慰労引当金は

制度廃止前の在任期間につい

て旧制度により算出した要支

給額であります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予想さ

れる慰労金に備えて、内規に基

づく期末要支給額の100％を計

上しております。 

(5) 事業損失引当金 

関係会社等の事業損失に備え

て、関係会社等の財政状態及び

経営成績等を勘案し、投資額を

超えて負担することが見込まれ

る金額を計上しております。 
  

(5) 事業損失引当金 

同左 

(5) 事業損失引当金 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。 
  

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ リース取引の処理方法 ６ リース取引の処理方法 ６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  

同左 同左 

７ ヘッジ会計の方法 ７ ヘッジ会計の方法 ７ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。なお、特例処

理の要件を満たしている金利ス

ワップについては特例処理によ

り、また、為替変動リスクのヘ

ッジについて振当処理の要件を

満たしているものについては振

当処理によっております。 
  

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 定期預金 

借入金 

通貨オプション 外貨建売掛金 

為替予約 外貨建売掛金 

借入金 
  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利スワップ 定期預金 

借入金 

通貨オプション 外貨建売掛金 

為替予約 外貨建売掛金 
 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

当社の内部規定である「デリ

バティブ取引管理規程」に基づ

き、ヘッジ対象に係る為替相場

変動リスク及び金利変動リスク

を一定の範囲内でヘッジしてお

ります。 
  

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計又は相場変動を半

期ごとに比較し、両者の変動額

等を基礎にして、ヘッジ有効性

を評価しております。ただし、

特例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評価

を省略しております。また、振

当処理によっているものについ

ても、有効性の評価を省略して

おります。 
  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のた

めの重要な事項 

８ その他中間財務諸表作成のた

めの重要な事項 

８ その他財務諸表作成のための

重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 
  

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――――― １ 固定資産の減損に係る会計基準 ―――――――――― 

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。 
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注記事項 
(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

10,234,136 千円 
  

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

9,416,768 千円

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額 

9,886,010 千円

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 218,621 千円 

機械装置 2,414 〃 

土地 1,530,724 〃 

計 1,751,759 千円 
  

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 199,086 千円

機械装置 2,414 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,732,225 千円
 

※２ 担保資産 

① 工場財団抵当として担保に

供している資産 

建物 208,395 千円

機械装置 2,414 〃

土地 1,530,724 〃

計 1,741,534 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,490,000 千円 
  

上記に対応する債務 

短期借入金 1,280,000 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,180,000 千円
 

② その他 

現金及び預金 
(定期預金) 

1,383,500 千円 

建物 1,278,874 〃 

土地 2,495,330 〃 

投資有価証券 575,611 〃 

計 5,733,315 千円 
  

② その他 

現金及び預金
(定期預金) 

200,000 千円

建物 966,776 〃

土地 1,993,098 〃

投資有価証券 193,725 〃

計 3,353,600 千円
 

② その他 

現金及び預金 
(定期預金) 

1,272,500 千円

建物 1,142,326 〃

土地 2,269,310 〃

投資有価証券 294,750 〃

計 4,978,887 千円
 

上記に対応する債務 

短期借入金 2,218,400 千円 

一年以内償還 
予定の社債 

2,300,000 〃 

長期借入金 43,750 〃 

その他 62,223 〃 

計 4,624,373 千円 
  

上記に対応する債務 

短期借入金 876,374 千円

長期借入金 2,527,375 〃

その他 45,436 〃

計 3,449,186 千円

 
 

上記に対応する債務 

短期借入金 1,360,000 千円

一年以内償還 
予定の社債 

2,300,000 〃

長期借入金 31,250 〃

その他 53,884 〃

計 3,745,134 千円
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※３ 事業用土地の再評価 

土地の再評価に関する法律

(平成10年３月31日公布法律第

34号)に基づき、事業用の土地

の再評価を行っております。評

価差額のうち、当該評価差額に

係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しておりま

す。 
  

※３ 事業用土地の再評価 

同左 

※３ 事業用土地の再評価 

同左 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律

施行令(平成10年３月31日公布

政令第119号)第２条第４号に

定める地価税法(平成３年法律

第69号)第16条に規定する地価

税の課税標準の計算の基礎と

なる土地の価額を算出するた

めに国税庁長官が定めて公表

した方法により算出した価額

に合理的調整を行って算出し

ております。 

再評価の方法 

同左 

再評価の方法 
同左 

  再評価を行った年月日 

平成14年３月31日
再評価を行った土地の当事業年

度末における時価と再評価後の

帳簿価額との差額 

△1,006,888 千円
  

 ４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

㈱ソキアリース 1,112,703 千円 

Sokkia 
Corporation 

667,523 〃 

Sokkia B.V. 443,266 〃 

Sokkia Credit 
Corporation 

328,290 〃 

Sokkia Singapore 
Pte. Ltd. 

320,000 〃 

Sokkia Pty Ltd. 177,744 〃 

その他 67,054 〃 

計 3,116,581 千円 
  

 ４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

㈱ソキアリース 723,117 千円

Sokkia Singapore
Pte. Ltd.

240,000 〃

その他 23,429 〃

計 986,546 千円
 

 ４ 偶発債務 

保証債務(借入金保証等) 

㈱ソキアリース 1,027,577 千円

Sokkia B.V. 465,710 〃

Sokkia Singapore 
Pte. Ltd. 

465,000 〃

Sokkia Pty Ltd. 196,121 〃

その他 30,851 〃

計 2,185,260 千円
 

 ５ 手形割引高 

受取手形割引高 172,792 千円 

輸出手形割引高 12,859 千円 
  

 ―――――――――  ５ 手形割引高 

輸出手形割引高 12,716 千円
 

※６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 
  

※６ 消費税等の取扱い 

同左 

――――――――― 
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前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

――――――――― 
  

７ 当社は安定的な資金調達手段
の確保により、資金効率の向上
を図るため取引金融機関５行
と貸出コミットメントライン
契約を締結しております。 
なお、当中間会計期間末にお

ける貸出コミットメントに係
る借入金未実行残高は次のと
おりであります。 

貸出コミットメントの総額 

 3,000,000 千円

借入実行残高 －  〃

差引額 3,000,000 千円
 

７ 当社は安定的な資金調達手段
の確保により、資金効率の向上
を図るため取引金融機関５行
と貸出コミットメントライン
契約を締結しております。 
なお、当事業年度末における

貸出コミットメントに係る借
入金未実行残高は次のとおり
であります。 

貸出コミットメントの総額 

 3,000,000 千円

借入実行残高 －  〃

差引額 3,000,000 千円
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 28,464 千円 

受取配当金 56,235 千円 

為替差益 107,927 千円 
  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 42,014 千円

受取配当金 39,106 千円

為替差益 115,669 千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 60,207 千円

受取配当金 62,932 千円

為替差益 62,565 千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 71,352 千円 

社債利息 40,343 千円 
  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 69,177 千円

社債利息 33,861 千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 132,623 千円

社債利息 74,787 千円
 

――――――――― 
  

――――――――― 

 

※３ 特別利益の主要項目 

関係会社 

清算益 
140,221 千円

 
※４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額 
156,000 千円 

有形固定資産 

評価損 
114,904 千円 

 
なお、当中間会計期間において

休止固定資産について売却の方

針が決定したため、当該資産につ

いては売却可能額で評価を行う

こととし、簿価との差額を有形固

定資産評価損として特別損失に

計上しております。 
  

※４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額
68,500 千円

関係会社株式

評価損
219,512 千円

 
 

  

※４ 特別損失の主要項目 

事業損失 

引当金繰入額 
461,999 千円

 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 144,419 千円 

無形固定資産 16,751 千円 
  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 133,090 千円

無形固定資産 9,690 千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 309,585 千円

無形固定資産 30,338 千円
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(リース取引関係) 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は、平成16年11月19日開催の取締役会において、第三者割当増資による新株式発行に関して下記のとおり決議し、

払込期日までに払込手続きが完了し、第三者割当増資の手続きが完了いたしました。 

新株式発行の概要 

①発行株式数 普通株式 8,200,000 株

②発行価額 １株につき 245 円

③発行価額の総額  2,009,000 千円

④資本組入額 １株につき 123 円

⑤資本組入額の総額  1,008,600 千円

⑥申込期日  平成16年12月７日

⑦払込期日  平成16年12月７日

⑧配当起算日  平成16年10月１日

⑨割当先及び株式数 フェニックス・キャピタル株式会社

  8,200,000 株

 

増資の理由及び資金の使途 

①増資の理由 

当社を取巻く環境の変化は厳しく、更なる飛躍に向けて大胆な積極策を採る必要性に迫られている状況にありま

す。そうした施策展開に向けた開発、設備及び人材等の投資が早期に必要なこと、他方では財務体質改善の必要性

と、直面する２つの相反する命題への解決策として、今回外部からの資本導入を決意し、実施することといたしま

した。 

②資金の使途 

資金の使途につきましては、新規研究開発及び設備投資資金に充当する予定であります。なお、詳細につきまし

ては現在検討中であります。 

 

 

当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

 



ファイル名:個別短信（添付）200509_final.doc 更新日時:2005/11/15 19:00 印刷日時:05/11/16 16:59 

 

― 単14 ― 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

平成17年４月１日付で、当社の国内販売子会社(連結子会社)８社は合併し、商号を株式会社

ソキア販売に変更いたしました。 

 

(１)合併の方式 

株式会社ソキア東京を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ソキア北海道、株式会社ソキア中部、株式会社ソ

キア北陸、株式会社ソキア関西、株式会社ソキア中国、株式会社ソキア九州及び株式会社ソキア沖縄の７社は解散いた

します。 

 

(２)合併当事会社の概要 
平成17年３月31日現在 

商号 
㈱ソキア東京 

（合併会社） 

㈱ソキア北海道 

（被合併会社） 

㈱ソキア中部 

（被合併会社） 

㈱ソキア北陸 

（被合併会社） 

代表者 河村 卓也 河村 卓也 森岡 茂雄 森岡 茂雄 

事業の内容 測量機器販売・修理 

設立年月日 平成10年12月1日 平成2年2月15日 昭和55年7月19日 平成8年7月1日 

本店所在地 東京都世田谷区 札幌市西区 名古屋市名東区 富山県富山市 

売上高(千円) 1,924,851 290,643 564,746 348,295

経常利益(千円) 45,158 8,218 8,060 13,095

当期純利益(千円) 24,878 12,958 6,085 8,477

資本金(千円) 20,000 25,000 10,000 20,000

株主資本(千円) 95,506 5,510 78,344 78,599

総資産(千円) 779,908 145,392 256,791 157,084

従業員数(人) 24 6 17 12

 

商号 
㈱ソキア関西 

（被合併会社） 

㈱ソキア中国 

（被合併会社） 

㈱ソキア九州 

（被合併会社） 

㈱ソキア沖縄 

（被合併会社） 

代表者 西川 英明 渡部 了和 平野 雅博 平野 雅博 

事業の内容 測量機器販売・修理 

設立年月日 平成10年12月1日 平成元年9月11日 昭和57年4月23日 昭和55年11月21日 

本店所在地 大阪市淀川区 広島市西区 福岡市博多区 沖縄県浦添市 

売上高(千円) 1,033,262 743,420 1,152,688 150,878

経常利益又は 

経常損失(△)(千円) 
1,387 7,471 △6,525 5,043

当期純利益又は 

当期純損失(△)(千円) 
164 6,736 △10,510 15,843

資本金(千円) 20,000 20,000 40,000 10,000

株主資本(千円) 75,944 83,531 67,423 4,400

総資産(千円) 379,455 317,699 541,484 64,481

従業員数(人) 16 24 30 6

（注）１ 上記８社はすべて当社の100％出資子会社であります。 

２ 上記８社の決算日はすべて３月末日であります。 

 

 


